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特集 毛デル開発の評価

実用的都市人口推定モデルの

城

‘』
将来の人口規模は，行政府にとってみれば都市

計画の上で，企業にとってみればマーケティング

などの戦略の i二で，もっとも基盤となる指標であ

る.筆者を含めた当研究所のメンバーはラ年以上

もの期間にわたり，今回推定の対象とする東京都

市圏の人 I~I の動態を分析し，将来人口推計のいろ

いろの方法を試みている.

これから紹介するモデルはそれらの経験を生か

して開発されたものであり，実用的でしかも運用

のしやすさを目的としたものである.

本稿では，まず最初にモデル開発の要件として

なにが与えられ，そのためのアプローチをどのよ

うに展開していったかを示そう.つぎに，具体的

なモデルの方法を紹介し，最後に，運用の方法と，

モデル開発の評価および手法としての評価を，ほ

かの若干のモデルと比較して検討してみようと思

う.

1. モデル開発の動機とアプローチの方法

1.1 実用的将来人口推定モデル開発への要請

まず当初モデル開発に与えられた要請事項を列

記してみよう.

(1) 対象地域と推定期間

将来人口推定の対象地域としては東京都，神奈

川県，崎玉県のいわゆる東京都市圏とする.そし

て各行政区画単位，つまり医市町村別(約 100の区

市町村)の推定債を得たい.また将来の推定期間
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は 12年先まで、で，しかもそれまで半年ごとの推定

値を必要とする.

(2) モデル運用上の 3 つの要件

つぎのような 3 つのモデ、ルの運用ーとの要件が設

定された.それらの要件とは，第 l にすべての区

dî町村に適用できるモデルであるための汎用性を

持っていること.第 2 にデータの追加1，プログラ

ムの変更などシステム運営が簡単であること.第

3 に人口変動の外的条件への柔軟性を有すること

である.

この 3 つの要件を達成することによって，人口

推定業務は簡便化され，ルーチン化され，コスト

削減の効果も十分あげることができる.

1.2 アプローチの展開方法

(1) 人口のダイナミックスの認識

与えられた要請事項を達成するためにまず最初

に手がけなければならないことは，各区市町村の

人 11 の増減を観察し，共通な要因，共通のパター

ンを見いだすことである.

(2) 推定方法の開発

つづいては標準化された要因とパターンから構

成されるモデルを開発することである.

(3) 運用システムの開発

第 3 の手続きは推定方法の開発と併行してモデ

ル運用の簡便性を考慮した実用的システムを開発

することである.

以下，実際の方法を述べていこう.
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A" A ，・直線型

B: 指数型

c: サチュレ ト型

D 減少型

図 1 人口の成長パターン

2. 人口のダイナミヴクスの基本的認識

2.1 人口の増加パターンの標準化

(1) 4 つの増加パターン

それぞれの都市の人口増加推移を共通の成長パ

ターンの中に見いだすことが，基本的認識のまず

最初のステップである.

図 1 の推移は，まず低密度の地域(A1 ) に人々を

引きつけるインパグトが加わると人口は急激に増

加しはじめ (B )，その後は特別なインパグトが加

わらなL 、かぎり安定的に増加1(A2 ) し，成長の余裕

が残り少なくなるとサチュレートし (C )，ついに

は住民の逃避による人口減少が起りはじめる (D)

といったように直線型，指数型，サチュレート型，

減少型の 4 つのパターンに，全体を分解できるこ

とを示している.たとえばB のノミターンは東京都

の多摩市や稲城市などが， A2のノミターンは埼玉県

の )11 口 i!Jや神奈川県の横須賀市などが， C のパタ

ーンは東京特別区の周辺区部などが， Dのパター

γとしては東京や横浜の区部の一部などが例とし

てあげられる.

(2) 3 つの変曲点

人口の増加パターンはいつまでも同じ形態のま

まではなく，いす守れつぎのノミターンへと移行して

いく.その変わり目を変曲点とよぶことにしよう.

東京都市圏の各都市の人口密度(行政区画面積あ

たり)の推移をみると，ほぼつぎのように変曲点、

密度(変曲点での人口密度)が標準化できる.まず

A1から Bへ変曲する変曲点密度は2， 000人/km2 ，

B から A2へは4， 000人/km2 ， A2から C へはら 000

人/km2 となっている.たとえば三多摩の各都市

では，昭和25-30年にかけて，人口密度 1 ， 500人/

km2から2 ， 500人/km2の範囲内で、A1から Bへ変由
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図 2 人口増加の 2 つのケース

し， 5 ， 000人/km2 を越えると，そろそろサチュレ

ートしはじめている.

2.2 人口密度の標準化と開発面積の推定

(1) 2 種類の居住空間

つぎの基本的認識のステップは，居住空間の状

況の把握と今後の可能性を探ることである.人々

が居住している空聞は，いわゆる宅地とよばれる

ところである.図 2 は，人口増加が予想される 2

種類の宅地に注目したものである.

つまり，現在宅地である所(固定資産税の対象

として公的に発表されている)では，今後住宅の

高層化などによる高密度化が人口増加をもたら

し，一方，とくに市街化区域内(都市計画法によ

りきめられている)の田畑などでは，新しい宅地

開発によって人々が居住し人口増加をもたらす.

このような，中心部の開発と周辺部の開発の 2 つ

のパターンは，東京都市圏内においては共通した

動きとなっている.

(2) 高密度化の要因と範囲

高密度化の原因は，地価高騰，絶対面積の限界

などにより，独立家屋から中層住宅を主体とした

形態への変化がおもな要悶である.東京都市圏内

の都市では，立地している家屋形態の特性によっ

てつぎのような標準的な人口密度(宅地面積あた

り)が設定できる.まず独立家屋中心の市街地で

は80-100人/ha，独立家屋・アパート混合地域で

は 100-300人/ha， 中層アパート主体の市街地で

は300-400人/ha となっている.

(3) 宅地開発の要因と人|こI密度の推定

東京都市圏内の宅地開発は，産業用地としてよ

りも，住宅用地としての傾向がほとんどであった
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し，今後もその傾向はつづくと思われる.宅地化

促進要悶としての交通の便益性(簡便的に東京都

心 20km 醤丹を便益性よしとする}と，都市化の

程度合あらわす市街化率{市街化面積/行政区画

面積)の 2 つの指標宏考慮すれば，新しく開発さ

れる宅地での人口密度は，ほぽつぎのように標準

化できる.まず市傍化率60%以とのJII 口市や立JII

Tおでは 140人Iha以 iュ， 30-50%の春 R郷市や平塚

市では 120-130人Iha ， 30%以下の寒川町や厚木

市では 110人IhatJ下である.また便主主般の良し悪

しで， 10人Iha 程度の幾がある.

2.3 揮発冨積の推定

将来の宅地開発面積の推定はつぎのようにして

行なう.まず市街化広域内の民有地のうち，宅地

を除いた部分，つまり， m，畑，山林などを開発

余地崩穣とする.つぎに，そのうち鰐鱗が今後将

来(12年先)までに開発されるかを，過当えからの開

発状況，土地所有者の意向，行政的規制lの程度な

どから各区市町村別に推計する.平均的には60-

65%が 12年先までに搾発されると見込んだ数字が

得られている，

3. モデルの構造と将来人口の推定方法

人口増加パターンの標準化，人口密度の標準化

および将来の宅地雷議の広さの推定によって，モ

デル開発の下準備はほぼ終わった.関 3 にもとづ

き将来人口推定の方法た示していこう.

3. 1 将来の人口推定の方法

(1) 基本的な推定式

将来人口(12年先)は，次式で、推定される.

遜去の人口機移
都市化合程度

土地利用状況

交通の便益性
団地建設情報
政策情報 変曲点密度の機準化

将来人口=現校人口十増加人口

増加入ロ=既存宅地内増加人口十新規宅地内増

加入口

2 番目の式は，現在の宅地のJt.'ðと高密度化の

穏度，および将来開発される宅地問積と予想され

る人口密度，とによってそれぞれの増加人口の大

きさが推定できることを示している.

{計 上位計掛からの配分

上述の手段で求められる各都市の増加入口の各

都県での積み上げ値を，国や都県の行政側がめざ

している都県の人口計画億の増加分に一致させる

ことが，将来計額人口の麗点から必要となってく

る.そこで実際には各都県の 12年先の人口の上位

計画値の増加l分を刀ントロールトータルとして各

区市町村の増加人口の大きさに比例させて配分し

修正された増加人口として上式が用いられる雀

3.2 人口増加織過の推定

(1) 人口増加パタ{ンの認識

つぎのステッブは過去の人口増加推移をもとに

各都市が今後，直線型，指数型，サチュレート型

のどのパターンで推移していくかを判定すること

である.その判定されたパタ{ンが何年かつづき

変尚点密度に達すると，つぎのパタ{ンへ移行し

し l'

遜去の制による←~ iず鵠欄 L.
関数のあてはめ I ~;つぎに全体(過去から)をロジス

変曲点人口 一一一戸寸子1 '1ヲ酬にあて帥る

, dr,o'| 

Jfイ
E霊 変将
孟 禽楽

点
年
次

図 4 パターンへのあてはめ

~3 フローチャート
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ていき，さらにはすでに推定された 12年先の将来

人口の点を通り，いずれは飽和状態に向かつて進

むようモデルを組んでいく.

(2) 上限人口の推定

長期的な将来人口推定には人の住める空間の限

界を考慮することが必要である. と限人口は，人

口密度の上限と開発余地面積とを乗ずることによ

って推定することができる.

(3) ノミターンへのあてはめ

変曲点に到達するまでは過去のパターンを用

い，変曲点から将来 (12年先)時点まではまず直線

で結び，その後過去( 12年前)から将来時点まで全

体を上限人口に近づくロジスティック曲線でスム

ージングする.

3.3 人口減少地域のあっかい方

(1) 将来推定の方法

東京都特別区の大部分および横浜市の一部では

すでに人口が減少しており，いままでに示した方

法ではこれら都心地域特有の現象は説明できな

い.そのため上限人口とは逆に下限人口を求め，

ロジスティック曲線を上下に反転した曲線を用い

て，簡便的な方法で将来を推定する.

4. モデルの適用と評価

4.1 週用の方法と開発の評価

(1) 運用方法

当モデルのシステムの運用は，データ，プログ

ラムなどコンピュータ操作についてはきわめて簡

便化されている.まず人口データについては，推

定業務時点から過去 12年間半年間隔でファイルし

ておけばよい.また，行政区画面積は常に一定で

あり，宅地開発余地面積，市街化面積，市街化人

口などは最新のものを用意すればよい.これらの

準備によって 12年先まで半年間隔に人口推定値が

アウトプットされるようプログラムが組まれてい

る.また，いろいろの指標の標準値は，何年かご

とにチェッグを行なえばよい.

当モデルのシステムはすでに実際の人口推定業

1976 年 11 月号

務に組み込まれており，モデル構造の改造を要す

る時までは，システマタイズされたことの効果は

当分つづくであろう.

(2) モデル開発上の評価

当初，モデル開発に与えられた 3 つの要件につ

いての評価を行なってみよう.まずモデルの汎用

性については，過栴または過疎による減少地域を

除けば種々要因とパターンの標準化により多くの

都市を同一方法で処理できる点でぽぽ妥当であ

る.

つぎにシステム運営のしやすさについては，プ

ログラムの中身を変えることなく， データの追

加，変更だけでよく，推定業務を非常に簡便化し

ている点でこの面についてもほぼ妥当である.

ただ外的条件への柔軟性に対しては，団地建設

などの情報を随時組み入れることは巧能である

が，その他の個々の都市の固有の変化を逐一導入

することはシステマティックには困難で，この要

件に関してはもう一歩というところである.

(3) 人 11推定値の信頼性

当モデルが将来人口を推定することを目的とし

ている以上，推定値と実際とのフィッティングの

良否は事後評価の対象として当然議論されなけれ

ぽならない.フィットの程度を 10人の誤差以内と

するか， 1 ， 000人程度の誤差でもよいのかは， 人

"推定値の使われる目標によって異なるが，統計

(1句評価方法(たとえば相関係数)が一般にはよく使

われる.しかし将来においてこのモデルの推定値

が合っていたかどうかという評価もさることなが

ら，将来見込まれる人 μ規模を基盤とした種々計

|乱戦略案の評価からのフィードパックを考慮し

た，修正可能ないわゆる計画人口としての評価が

なされるべきである.各都県全体の人口計画値を

コントロールトータルとして用いているのは，そ

の点にあるわけである.

4.2 推定方法の比較と評価

(1) 直接的方法と間接的方法

将来人口を推定する方法は， W. Isard によれ
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ば直接的方法，間接的方法の 2 つに分類されると

言われている.前者の方法は，現在，過去の人 11

データだけ宕基礎にして将来を推定しようとする

ものであれ後者は，前者に加えてその地域およ

び他の地域の過去，現在の経済，社会，政策など

の要因を考慮しながら推定しようとするものであ

る.当モデルは前者と後者の中間的方法である.

当モデル以外にも直接的方法としての関数の外折

法，間接的方法としてのシステムダイナミッグス

によるモデルなどを以前に手がけた経験から，そ

れらの比較について論じてみよう.

(2) 関数式の外挿法との比較

関数式の外挿法とは，将来の人 n推定のために，

いろいろの時間の関数，たとえば， ー次直線，多

項式，指数曲線，差分式，ロジスティァク曲線な

どを過去のノ4 ターンにあてはめ，理論値と実際値

とのあいだのもっとも適合度の高いものを選び，

選ばれた式をもとに将来を推定する方法である.

この方法のよさは，ほかの地域情報や人 1-' へ」子

える外的条件の考慮を必安ーとせず，その都市の人

IJ 変化パターンだけに注目すればよいことなど，

推定式の信頼性の保証が得られれば，推定業務の

簡便性についてはもっともすぐれている.しかし
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図 5 SDモデルの例

一方この方法の欠点は，式の説明変数が時間だけ

であるため，外的条件の挿入を困難にし，とくに

屈住空間のダイナミックスの考慮、はまったくされ

ていないことである.当モデルはそれらの欠点の

是正に最大のポイントを置いたものである.

(3) システムダイナミックスモデルとの比較

システムダイナミッグス(以後 SD とよぶ)によ

る方法は，人口動態を取り巻く種々要因聞の枠組

が客観的に計量化されれば，人口増減へのインバ

クト分析を含めた人口推定にはかなりの威力を発

揮する.しかし SDモデルは，人1-1 の変動を左右

する要悶の複雑さや，住民の主観的，心理的要因

の標準化の困難さなどから，単に実用的人口推定

の目的のためだけには不向きである.また何十も

の都市の将来人 11 を同時に推計・しなければならな

い，とし、う要件に対しても，地域的汎用性を持つ

SDモデル開発のための労力と費用ははかりしれ

ない.筆者も SDモデ、ルの汎用性をめざして，構

造のちがった横浜市と八王子市の両市に，要因間

の関係の度合が異なるだけでまったく同じ構造を

持つモデルを適用してみたことがある(図日).

両市への適用はほぼ成功し，似たような都市へ

の汎用性はあると思われるが，ほかの都市につい

て変数聞の関係を計量化することはかなりの気力

がし、る.ただ SDモテ、ルはその構造の仮定と計量

化が客観的であれば，具体的な予測分析もできる

し，それより増して，計画評価，戦略評価のため

のインパクトスタディにはもってこいである.

4.3 モデルの汎用性の範囲

(1) 居住の基本的ダイナミックスについて

人 1-1増加，減少の動きの計量化については，図

5 のように自然増加，社会増加に注目するのが宇

般的である.しかしそれらの構造を計量化するこ

との困難さについては SDモデ、ルのところで述べ

たとおりである.また，人々が住む原因をモデル

で構築するよりも，住んでいる状態，つまり人々

はいったし、どのような土地利用の空間に張りつい

ているのかを実態分析するとともに，その空間は
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今後いったいどう変わるのか，という点に注呂す

るほうが，客観的な方法としては妥当である.

(2) 人口説少地域への不適用につし、て

当ニモデルはいわゆる都市型発肢をとげている都

市を対 151 としており，過疎または過密による人 11

減少地域への適用はできない.ただ過筏による人

口減少地域については下浪人口筏度を設定した筒

{史的なサブモデルで、解決してし、る.しかしそれで

も部 i の CからDへの 111翠パターンに対する設現

力は現段階では，当モデノレは桟念:ながら持ち合わ

せていない.また過疎による人 l::l流出の掛土，

土地利用の雷からはほとんど説明不可能で，当モ

デルとはちがった方式を採用ぜぎるを得ない.

むすび

i築大な労力と時間の消長をの前には，出てくるア

ウトヅットは単純という場合が社会を対象とした

研究には多いように思われる‘しかしそデル開発

については，モデルの Ll 擦が i品分達成されさえす

ればその構造は簡単であるに越したことはない

し，経験の集約がよそデノ川こ生かされるならばけし

て浪費ではないはずである.

実用者ど日的としたモデル開発にf'ì，まず現場の

実態把握とそれらを取り巻く潔j立の変化の認識が

最初のステヅブであり，つづいて，オベレーショ

ナルにするためのアブローチの狭間方法と技術の

開発が，基本的課題として必渓のよう心思う.
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